


















































黒 沼 凱 夫 木 村 雅 則
（２００２年１０月３１日受理．）
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といえるエネルギー関連支出の限度を確認
するのである．これは税ではない３）．エネル
ギー関連支出の前払いである．個々の家庭
がいわばCO２排出権を買うのである．バウ
チャーはテレホンカードのようなものでもよ
い．医療保険のように点数制にすることも考
えられる（１点＝１０円のように）．
おそらく所得水準とエネルギー関連支出の
関係は次のようになろう．エネルギー関連支
出は比較的所得弾力性は低いであろうから，
所得水準が低くともそれほど支出は減らず，
一定水準を越えると，その後は所得に応じて
増える４）．しかし，ある程度の所得水準にな
るとエネルギー関連支出の伸びは鈍化する．
そこでバウチャーの額は下限と上限を設け，
その中間は段階的に額を設定し，所得や家族
構成その他の事情を考慮して（これは所得税
の計算に準ずる．但し家族が多い場合は所得
控除ではなく，バウチャーを加算することに
なる）５），各家庭が支払い且つ受取る額を決
める．下限は自動車を利用しない場合の最低
限の光熱費（水道費は除く）と考えられる．
２人家族で月１万円強程度であろうか．低所
得者には所得水準に応じて一部無償交付する
ことも考えられる．マイナスの納付である．
これは事実上，負の所得税の初めての試みと
なる６）．但し，総枠は増やさない．他方，上
限を設けるのは，エネルギー関連支出が必ず
しも所得水準に比例して増えるものではない
というだけでなく，一定以上の消費はそもそ
も環境負荷が大きいからである．
第１図を使って説明すれば（家族構成はと
りあえず捨象する），OAは最低限のエネル
ギー関連支出を示す．OC以下の低所得者は
所得水準に応じてOBCを払い込み，いずれ
もAOのバウチャーを受取る．ABOの部分
が無償供与または負の所得税となる７）．Ｂか
らＤまでは所得に応じて段階的にバウチャー
額を引上げる．Ｄは上限を示す．これ以上は
所得が増えてもバウチャー額は増やさない．
家族が多くなればバウチャー額は増える．
そのバウチャーで県内の業者よりエネル
ギーを購入できる．その分自治体から業者に
支払いが行われる．もし県民がその支出節約
図１ 所得水準とエネルギー関連支出の関係
１２８
公共サーヴィス 
余った 
バウチャー 
バウチャー 
バウチャー 
バウチャー 払込 
支払 
税 
現金＋税 
基準超過エネルギー 
自　治　体 
住　　民 業　　者 
エネルギー 
に努力すれば，バウチャーは余る．余ったバ
ウチャーは別の使途（福祉，教育その他地方
自治体の提供する公共サーヴィスに対し）に
使えるようにする８）．受け取ったバウチャー
以上にエネルギー関連支出を行う場合は自己
負担となる．バウチャー以外で購入する場
合，追加税を課す．例えば，一律１０％の税と
する．その大きさは政策的判断に委ねられ
る．課税により基準限度を超えたエネルギー
価格は高くなる．これは過剰な支出を抑制す
る効果をもつ．この税は環境負荷を高める過
剰なエネルギー消費に対するペナルティーで
あるとともに無償交付も含めたこのシステム
の維持費の財源ともなる．住民票の無い場合
は（例えば学生），納税分の還付制も考えら
れる．
この仕組みを図示すれば第２図のようにな
る．
企業についても製造高やエネルギー支出の
実績に基づいて一定期間のCO２排出権を定
め，相当額を払い込んでバウチャーの交付を
受ける．これはさほど厳密な調査や計算をす
る必要はない．業種や規模により外形的な平
均値を計算し，やはり削減目標を織り込んで
定めればよい．そうすればすでに節約に努力
している企業に不利になることはない９）．但
し，企業の新規投資については事前審査が必
要となろう．環境アセスメントの手続きに準
図２ 概念図
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じればよい．
やはり企業が節約に努力すれば，バウ
チャーは余り，これは従業員への報奨金の一
部とするか，福利厚生基金に回す，あるいは
地方税の納付に充てることができる．逆に基
準量を上回ってエネルギー関連支出を行え
ば，超過分については税を上乗せして，支払
わねばならない．それは過剰支出への抑制効
果をもつであろう．
以上により家庭，産業においてエネルギー
関連支出を無理なくかなりは減らすことがで
きるに違いない．
このバウチャーはボランティアによる環境
保護，介護，教育などの奉仕に対して交付す
ることも出来る．その限りではエコマネーに
近づくが，使途は限定される．こうして追加
的に交付されたバウチャーはエコロジカルな
性格上，エネルギーに支出されることは少な
いであろう．
更に，エコ・バンクを設けてこのバウ
チャーを預けることができるようにする．そ
れにより将来自分が介護などを必要とする時
に利用できる．貸出しも考えられる（教育や
介護などのため）．これは後に奉仕やエネル
ギー節約などによって返済できる（もし金銭
で返済する場合は利子を徴収する）．このバ
ンクの運営（とくに債務保証）は公的機関で
ある自治体が責任をもって行わなければなら
ないし，またそれが唯一，可能な機関でもあ
る．うまくいけばいずれは国家が地域間の調
整や補完的役割を果たすかもしれない．
このバウチャーが特定された使途以外で受
領されたり，売買の対象となる可能性はあ
る．その場合，当然，黙認するか，公認する
かの問題が生じる．それもまた慎重な政策的
判断が要求される．金券化は避けたいが，仮
に売買されたとしてもエネルギー支出の節約
効果は損なわれないであろう．いずれにせよ
エコ・バウチャーの仕組みを掘り崩す要因と
はなりえない．
こうしたシステムを維持するために（無償
交付分も含めて）ある程度の財源を確保する
必要があるが，自治体の財政負担は最小化で
きる．少なくとも住民全体に遍く環境税また
は炭素税を課すよりも抵抗も負担も少ない．
基準を上回ってエネルギーを支出する環境負
荷の大きい者から税を徴収し，維持費用に充
当するのである．もし，追加税が余った場合
には環境保全，整備，環境改善技術の開発に
使うことが出来る．場合によっては不足する
ケースも考えられるが，その時は既存財源の
節約分の転用などによって捻出する必要があ
る．だがそれはむしろ喜ばしいことといわね
ばならない．
以上のようなシステムを構築すれば，国家
による強制ではなく，ほかならぬ住民自身の
意志によって否応なく自発的に環境改善に取
組まざるをえなくなるのである．私的な利益
と社会的利益は此処ではとりあえず齟齬しな
い仕組みとなる．このシステムの利点はもう
一つある．それは地方自治体が中心となって
環境，福祉，教育を結びつけることが出来る
点である１０）．エネルギー関連支出の節約分は
福祉や教育に限定されて振り向けられるのだ
から，環境改善努力が福祉や教育の充実につ
ながるのである．そのことは社会生活の質的
向上や社会的協調を促すに違いない．とはい
え安楽な消費生活を一部断念せざるを得ない
という意味ではやはり痛みは伴う．だがそう
した自らも痛みを分かつ地道な努力によって
のみ我々の子孫に良好なる生活環境を残すと
いう絶対的責務を果たすことができるのであ
る．
１３０
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１）この場合，地方自治体は県レベルで考えて
いる．行政区分にこだわる必要はないかも
しれないが，数十万人から数百万人規模の
ある程度の自律性をもった地域経済圏を単
位としないとうまくいかないように思われ
る．
なお，本稿は２００２年５月に発表された
「地球温暖化対策『長野モデル』第１次提
言書」に触発されて構想されたものであ
る．この提言は長野県地球温暖化防止活動
推進センターが設けた信州・地球温暖化対
策研究会が行なったものだが，地域から発
信する地球温暖化対策として太陽光発電，
ペレットストーブなど地域で得られる再生
可能エネルギーの積極的利用を打ち出すと
ともに，ライフスタイルの転換にはシステ
ムの変革による後押しが必要であるとし
て，マイカー通勤半減のための交通体系の
変革やコンビニの営業時間規制，環境税等
の経済的手法の導入など国に先駆けた施策
を掲げている．また，この種の提言が行政
や産業界の主導で進められる例が多いなか
で，市民団体の代表や一般公募の委員が審
議の中心的な役割を担ったという点でも他
県から注目されている．提言の全文は長野
県環境保全協会ホームページ参照．
２）バウチャーは証拠書類または領収書の意味
であるが，要するに金銭または代価を払い
込んで，何かを受取りうる証明書である．
エコクーポンやエコカードの名称でも構わ
ない．但し，エコマネーのように汎用的で
なく，使途は特定される．参考：『エコマ
ネーの新世紀』加藤敏春，剄草書房，２００１，
同著『エコマネーはマネーを駆逐する』剄
草書房２００２，とくに第５章．
スウェーデンでは育児サーヴィスについ
てバウチャーが導入されている（神野直彦
『人間回復の経済学』岩波新書，２００２，１５１
頁）．わが国でも最近，職業訓練教育や保
育，介護サービス等の分野でバウチャーの
導入が論議されるようになってきたが，そ
こではバウチャーは，政策目的の実現のた
めに支給される補助金に，市場の特性であ
る「選択」と「競争」の要素を加える手段
として注目を集めている．つまり，これま
でサービスを提供する施設に交付されてき
た補助金を，バウチャーの形態で利用者個
人に直接交付して，利用者に希望の施設を
選択してもらう．すると施設の方では利用
者に選んでもらわなければ補助金がもらえ
ないので，必死に営業努力をする．こうし
て教育や福祉といった公共サービスの分野
にも競争原理を導入することができるとい
うシナリオである．「政策効果分析レポー
トバウチャーについて―その概念と諸外
国の経験」『経済月報』６０１（２００１．７）．
これに対して，本稿で提唱するバウチャー
は，家計（および企業）の支出の一部を使
途制限のある証書に替えるものであり，政
府や自治体から支給される補助金ではな
い．しかしいずれの場合も，こうした証書
を利用し，個々の主体の市場行動を通じ
て，社会的に最適な資源配分を図るという
その趣旨は同様である．ただし，エコ・バ
ウチャーは，エコロジー的に望ましくな
い，それゆえに社会的にみて過剰なエネル
ギー消費を抑制するという固有の政策目的
をもつ．
３）もし環境税のようなものであれば負担の重
さや不公平，経済活動への悪影響のほか
種々の問題を伴う．炭素税または環境税に
ついては例えば，天野明弘『地球温暖化の
経済学』日本経済新聞社，１９９７，第７章，
柴田弘文『環境経済学』東洋経済新報社，
２００２，第９章，三橋規宏『環境経済入門』
日本経済新聞社，１９９９，Ⅳ章参照．
４）これは総務省の階層別家計調査のデータか
らもある程度うかがえる．但し，正確にエ
ネルギー関連支出を抽出することは困難で
ある．光熱費から上下水道費を差し引いた
ものにガソリン代等を加えて算出する．平
均で消費支出の約７％と推定される．低所
得者ではその比率はより高く，高所得者で
はそれを下回る．所得に対する比率は平
１３１
均，約４％である（平成１４年１－３月の
データ）．無論，季節的変動はあるが１年
で計算しても支障はないと思われる．総務
省統計局統計センターのホームページ参
照．
５）家計調査によると世帯人員が１人から２人
に増えると光熱費はほぼ倍増するが，３人
以上となるとそれほど増えない．１人増え
るごとに光熱費は１５～２０％ほど増える（総
務省統計局統計センターのホームページ）．
６）これまで事実上，負の所得税は様々な理由
から実施出来なかった．それがミーンズテ
ストなど煩瑣かつ不快な手続きなしに比較
的容易に実現できるという意味でもエコバ
ウチャーは意義のある試みと考えられる．
７）例えば，年収１００万の２人家族の世帯は年
４万を払い込んで，１２万を受取る，等々と
する．
８）福祉への利用を促すためバウチャーを福祉
のために使う場合割安とすることも考えら
れる．だがそうした配慮はおそらく必要な
いであろう．
９）このシステムの場合，排出権取引制度のよ
うな取引費用，算定上の煩雑さ，違反や虚
偽申告などの監視，罰則その他の困難な問
題はほとんど回避される．排出権取引につ
いては前掲天野『地球温暖化の経済学』，
第８章，植田，落合，北畠，寺西『環境経
済学』有斐閣，１９９１，第９章，前掲柴田『環
境経済学』第１４章など参照．
１０）環境と福祉の結びつきについては広井良典
『定常型社会』岩波新書，２００１，同著『日
本の社会保障』岩波新書，１９９９，第３章，
同著『医療保険改革の構想』日本経済新聞
社，１９９７，第８章など参照．
１３２
